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塩尻市議会 

議長 牧 野 直 樹 様 

 

塩尻市長 百 瀬   敬      

 

塩尻市の防災に関する提言について（回答） 

 

平素は市政発展のため、御理解、御協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

令和５年３月１７日付けで提言のありましたこのことについて、次のとおり回答い

たします。 

 

回  答 

 

１ 塩尻市防災ターミナルの整備について  

災害時において、市民等の避難、支援物資の収集分配、へリポート等を考慮した

充分な規模の防災ターミナルを整備すること。 

 

  平成２８年の熊本地震以降に発生した大規模災害において、国は被災自治体から

の要請を待たずに避難者等に必要不可欠と見込まれる物資を緊急輸送するプッシ

ュ型支援を行っており、本市においても大規模災害が発生した場合に備え、国の支

援を含めた支援物資の受け入れについて想定する必要があると考えております。そ

のため、支援物資を効率的に集積・分配するための拠点施設の整備や各避難所への

物流の整備が災害時の課題の一つと認識しております。 

  既に楢川地区においては、地震や大雨による孤立が懸念されることから、旧楢川

支所跡地に防災備蓄倉庫とトラックターミナルの機能を併せ持った防災施設の建

設を令和６年度中に予定しております。 

  また、本市は、「塩尻市災害時受援計画」において塩尻市立体育館を支援物資の地

域内輸送拠点として定めておりますが、既存の民間施設等の利活用の可能性も含め

た受援体制を構築する必要があると考えておりますので、その中で塩尻市防災ター

ミナルの整備の必要性についても検討してまいります。 

 

  



２ ＦＭ放送を含めた情報伝達の確立について  

すべての市民が平等に情報を得ることができるよう、行政の責任としてＦＭ放送

を含めた情報伝達の方法を確立すること。 

 

本市においては、災害時における市民への情報伝達手段として、同報系防災行政

無線のほか、市のホームページや緊急メールしおじり、Twitter などのＳＮＳの活

用等、多様な情報伝達手段の確保に努めております。 

令和４年１月２７日には、しおじりコミュニティ放送株式会社と「災害時におけ

るコミュニティエフエム放送に関する協定」を締結し、市の防災行政無線のシステ

ムと接続することで、ＦＭ放送の電波を利用したＪ-ＡＬＥＲＴや緊急地震速報の

自動割込み放送を可能にするとともに、災害時には避難所開設等の情報を伝えてい

ただくことで市民への迅速な情報提供手段を増やすことができたと考えておりま

す。 

しかしながら、北小野地区および楢川地区は、コミュニティエフエムの電波が届

かない難聴地域であり、本協定に基づく市民への情報提供が困難な場所であると承

知しております。 

今後は、災害時や緊急時における効果的なＦＭ放送の活用について検討を進める

とともに、ラジオの難聴解消のために中継局整備をする放送事業者等に対し国が行

う「民放ラジオ難聴解消支援事業」等について放送事業者に情報提供をするなど、

ＦＭ電波を受信できない地域への対応も研究しています。 

 

３ ＤＸ等を活用した防災意識の向上について  

高精度３次元地図による災害発生箇所の可視化や情報共有を行うことができる

ＤＸなどの現代の技術を活用することにより、防災意識の向上に努めること。 

 

高精度３次元地図は、自動車の自動運転や建築業界等で利用されつつあり、今後

は地震や風水害等の被災シミュレーションやハザードマップの作成など、防災分野

での活用にも大きな可能性を持った技術と考えております。 

本市においては、令和５年度にハザードマップを更新し、今までより分かりやす

い内容への刷新を予定しております。この更新と併せて、デジタル技術の活用した

防災情報の提供や土砂災害等の被害想定を可視化するなど、市民の防災意識の向上

のためのデジタルとアナログを効果的に融合させたサービスについて研究してま

いります。 


